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(財)財務会計基準機構の許可なく複写・転載等を禁じます。 

平成 15 年 7 月 23 日  
企業会計基準委員会 

 
実務対応報告公開草案第 10 号 

「外貨建転換社債型新株予約権付社債の発行者側の 

会計処理に関する実務上の取扱い（案）」の公表 
 
コメントの募集 
 

平成 14 年 4 月 1 日から施行されている商法等の一部を改正する法律（平成 13 年法律第

128 号）により導入された新株予約権付社債の会計処理については、平成 14年 3月 29 日に

実務対応報告第 1 号「新株予約権及び新株予約権付社債の会計処理に関する実務上の取扱

い」が公表されております。これに加えて、外貨建の転換社債型新株予約権付社債の円貨

換算に関する処理についても、その取扱いを明確にすべきという指摘があることから、企

業会計基準委員会（以下「当委員会」という。）では、実務上の取扱いを検討し、平成 15

年 7 月 11 日の第 38 回企業会計基準委員会で標記の実務対応報告の公開草案（以下「本公

開草案」という。）の公表が承認されました。 

本公開草案の公表は、広くコメントを頂くことを目的とするものです。本公開草案に対

するコメントがございましたら、平成 15 年 8 月 15 日(金)までに、原則として電子メール

により、下記へ文書でお寄せください。なお、個々のコメントについては直接回答しない

こと、コメントを当委員会のホームページ等で公開する予定があることを、あらかじめご

了承ください。 

 
記 

 
   電子メール：fccb@asb.or.jp 

   FAX：03-5561-9624 

   お問い合わせ先：03-5561-8449 

 
なお、外貨建の新株予約権の円換算等、平成 13年商法改正に伴うその他の外貨建取引等

の会計処理の取扱いについては、日本公認会計士協会から、「会計制度委員会報告第 4号『外

貨建取引等の会計処理に関する実務指針』の一部改正について（公開草案）」が公表される

予定であります。 
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本公開草案の概要 
 

■ 発行者側における円換算の処理 

外貨建転換社債型新株予約権付社債と新株予約権のそれぞれの発行価額を合算し、

普通社債の発行に準じて処理する（一括法）場合、円貨への換算は以下のように行う。 

 

発行時 

 発行時の円貨への換算は、発行時の為替相場による。 

 ただし、発行による入金外貨額に本邦通貨による為替予約等が締結され、振当処

理を採用している場合には、為替予約等により確定した円貨額により記録する。 

 

決算時 

 新株予約権行使期間満了前における決算時の円貨への換算は、発行時に記帳され

た為替相場による。 

 ただし、行使の可能性がないと認められるものについては、決算時の為替相場に

よる円換算額を付し、その行使可能性については、外貨建実務指針第 22項に準じ

て判断する。 

 新株予約権行使期間満了後における決算時の円貨への換算は、決算時の為替相場

による。 

 
新株予約権行使時 

 新株予約権行使時の円貨への換算は、発行時に記帳された為替相場による。 

 
■ 適用時期 

 公表日以後に終了する中間会計期間又は事業年度から適用する。 

 
以 上

 


